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厚生労働省の「2019 年国民生活基礎調査の概況」によれば，平均世帯人員は，1953 年で 5.0
人であったものが，1989 年には 3.1 人，2019 年には 2.4 人と減少している。また，三世代同居
世帯の割合は，1989 年で 14.2％であったものが，2019 年には 5.1％となり，明らかに三世代世
帯は減少している 1)。  
戦後の人口構造の変化は，核家族化をもたらし、その核家族の成員であった団塊の世代が間
もなく後期高齢者になろうとしている。65 歳以上の者のいる世帯の世帯構造をみると，1986 年
には 44.8％であった三世代同居が 2019 年には 9.4％となり大幅に減少している。また，2019 年
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1. 世帯数の分布の年次変化  
 厚生労働省の「2019 年国民生活基礎調査の概況」 3)によると，2019 年 6 月 6 日現在におけ
る全国の世帯総数は 5,178 万 5 千世帯である。世帯構造別でみると，「単独世帯」の割合が最
も多く全世帯の 28.8％を占めている。次いで，「夫婦と未婚の子のみの世帯」が 28.4％，「夫
婦のみの世帯」が 24.4％となった。「高齢者世帯」 4)の割合を年次推移でみると，  1986 年では
全世帯の 6.3％であったものが，  2019 年には 28.7％となり，増加傾向となった。  
次に，「国民生活基礎調査の概況」及び内閣府「平成 28 年版高齢社会白書」から，世帯数と
平均世帯人員の年次推移を図 1 に示した。平均世帯人員は，1986 年の 3.2 人から 2019 年の
2.4 人となり減少傾向が続いている。一方，世帯数は，1986 年の 3,754 万 4 千世帯から，2019
年の 5,178 万 5 千世帯と増加している。また，世帯構造別に 1986 年と 2019 年を比較すると，
単独世帯数は 680 万世帯から 1,490 万世帯，夫婦のみ世帯は 540 万世帯から 1,264 万世帯と増
















注：1)1995 年の数値は，兵庫県を除く。2016 年の数値は，熊本県を除く。  
2)「夫婦と未婚の子のみの世帯」と「ひとり親と未婚の子のみの世帯」   
        あわせて「親と未婚の子のみ世帯」とする。   
厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」（平成 12 年 , 平成 15 年 , 平成 29 年 , 2019 年）及び  
内閣府「高齢社会白書」家族と世帯を参照し著者作成  
 




























2.  65歳以上の者のいる世帯の増加  
 単独世帯や夫婦のみ世帯が増加しているが，それを高齢者に限定するとどうなるか。厚生労
働省「国民生活基礎調査の概況」及び内閣府「高齢社会白書」から，65 歳以上の者のいる世
帯数の年次推移を図 2 に示した。  
65 歳以上の者のいる世帯は，1975 年の約 710 万世帯から，2019 年の約 2,560 万世帯と約
3.6 倍に増加している。65 歳以上の者のみ世帯についてみると，1975 年では約 107 万世帯で
あったが，2019 年には約 1,490 万世帯となり，14 倍にも増加している。すなわち，65 歳以上
の者のみ世帯が著しく増加していることがわかる。  
また，65 歳以上の者がいる世帯のなかに占める単独世帯（一人暮らし世帯）の割合は，
1975 年の 8.5％から 2019 年の 28.8％へと約 3.3 倍に増加している。夫婦のみ世帯も 1975 年の
13.1％から 2019 年の 32.3％へと増加している。一方，65 歳以上の人を含む世帯に占める三世



















注 1)1995 年の数値は，兵庫県を除く。2016 年の数値は，熊本県を除く。  
2)「親と未婚の子のみの世帯」とは，「夫婦と未婚の子のみの世帯」及び  
ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。  
厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」（平成 12 年 , 平成 15 年 , 平成 29 年 , 2019 年）  
及び内閣府「平成 28 年版高齢社会白書」家族と世帯を参照し著者作成  
    
          図 2  65 歳以上の者のいる世帯の世帯構造の年次推移  
 
 
3. 男女別・年齢階級別にみた 65 歳以上の者の家族形態  
厚生労働省「平成 29 年国民生活基礎調査」をもとに，男女別に 65 歳以上の「単独世帯」を
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厚生労働省  「平成 29 年国民生活基礎調査」より著者作成 
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がよい」は 1953 年には 73％であったが，1988 年には 28％になっている。また，「つがせない
でもよい」は，1953 年が 16％であったが，1988 年には 52％に増加している。これについて，
松成は次のように述べている。‟「つがせた方がよい」の減少は，産業構造の変化，少産化傾向
や子の自由尊重など，「つがせたくてもつがせられない」「もらいたくてももらえない」現状を
背景としている。1953 年から 1988 年の 35 年間の変化が鮮やかに示されており，社会的地位の
継承という点では，「家」意識の変容が明らかである。さらに，「つがせた方がよい」と「つが
せないでもよい」の逆転は 1960 年代後半に起こっている。” 
松成の議論は、1988 年までのデータに基づいていた。最近の動向を見るために，松成が用い
た調査結果に，その後の統計も加えて「つがせた方がよい」と「つがせないでもよい」の回答
比率を表 1 に示した。（日本人の国民性調査は，2018 年にも行われているが，本稿の執筆時点









































































































































表 1 養子に家を継がせるかどうかについての回答（％）  





全体  74  63  51  43  36  32  27  28  22  22  18  21  20  
男性  74  63  52  47  39  37  31  32  28  27  23  27  28  






全体  16  21  32  41  41  48  51  52  56  58  57  57  57  
男性  16  22  31  35  37  42  46  46  50  52  51  53  52  
女性  16  21  34  46  44  53  55  56  60  64  62  61  63  
                   統計数理研究所「日本人の国民性調査」より著者作成  
 
「つがせた方がよい」という回答の変化を図 4，「つがせないでもよい」という回答の変化を
図 5 に示した。養子をもらって「家」をつがせて家を存続させるという考えは 1953 年の 73％
から下降がはじまり，1953 年当時 16％であった「つがせないでもよい」の上昇とクロスするの
















表 2 は，生年階級別に組み替えたデータを示している。なお，調査は 5 年ごとであるが，公表
されているデータの年齢階級は 10 歳階級となっているため，10 歳幅で生年を分類した。図 6
は，生年階級ごとの「つがせた方がよい」の比率である。例えば，1894～1903 年（明治 27～36
年）生まれの人は，1953 年当時は 50～59 歳のグループで「つがせた方がよい」と考える人は，
83％であったが 10 年後（60～69 歳）には 71％になり，その 10 年後（70～79 歳）である 1973
年には 63％となっている。この世代よりも 10 年後に生まれた人は，「つがせた方がよい」が
79％，58％，54％，51％と時代と共に下降している。図 6 から明らかなように，どの世代も時
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表 2 生年階級別の「つがせた方がよい」の変化（％）  





























1953  1963  1973  1983  1993  2003  2013  
1974～ 1983  
     
17  14  
1964～ 1973  
    
15  14  19  
1954～ 1963  
   
19  16  13  16  
1944～ 1953  
  
24  18  17  19  22  
1934～ 1943  
 
40  28  26  26  19  25  
1924～ 1933  64  44  37  34  34  29    
1914～ 1923  72  51  45  37  35  
 
  
1904～ 1913  79  58  54  51  
  
  
1894～ 1903  83  71  63  
   
  


















きるのがよい”という回答をした人は，1985 年の 59.4％から，2015 年には 27.1％と半減してい
る。1985 年当時の 60 歳以上の人は，1925 年以前に生まれた世代であり，戦前の家父長制の時




内閣府「令和元年版高齢社会白書」によると，65 歳以上の一人暮らしの高齢者は 1980 年で
は約 88 万人（男性約 19 万人，女性約 69 万人）であったが，2015 年には約 592 万人（男性約
192 万人，女性約 400 万人）となった（図 7）。国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯
数の将来推計（全国推計）』（2018 年推計）によると，2035 年には世帯主 65 歳以上世帯の
39.0％が「単独世帯」になると推計されている。  
また、非婚化が進む中，日本の生涯未婚率は右肩上がりで増加している。「平成 27 年版厚
生労働白書」によると、生涯未婚率は、1980 年に女性の 4.5%，男性の 2.6%であり，2015 年
には女性の 14.9％，男性の 24.2％となり，2035 年には女性の 19.2％，男性の 29.0％になると
推計されている。男性の約 3 人に 1 人，女性の約 4 人に 1 人は生涯独身という時代が予測さ
れ，単独高齢者の「社会的孤立」 12)が問題となる。  
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2015 年までは総務省「国勢調査」，2020 年以降は国立社会保障・  
人口問題研究所 ,「日本の世帯数の将来推計平成 25(2013）年 1 月推計）」，   
「日本の将来推計人口（平成 24(2012）年 1 月推計）」より著者作成  

























表3  今後の同居の意向         
                                                                                                      
注）総数は、子どものいる人といない人の合計である。  
    その他の項目は，それ以外の家族・親族，異性の友人，同性の友人の合計である。  




歳以上の高齢者における子どもとの同居率は，2015 年の 39.0％となっており，1980 年の 69.0％
平成 14 年度         










その他  わから  
ない  
（人）  (％ )   (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  
総数  1,941 71.0  0.3 20.2 0.1 0.5 2.0 5.9 
男性  454 67.4  1.3 19.4 0.2 0.4 4.9 6.4 
女性  1,487 72.2  - 20.4 - 0.5 1.2 5.7 
65～ 75 歳 (前期高齢者 )  1,070 72.7  0.5 18.1 0.1 0.6 2.1 5.9 
75 歳以上 (後期高齢者 )  871 69.0  0.1 22.7 - 0.5 1.8 5.9 
大都市  489 72.4  0.4 17.6 0.2 0.2 2.0 7.2 
中都市  645 74.7  0.3 16.6 - 0.8 2.3 5.3 
小都市  371 69.0  0.5 20.8 - 1.1 1.6 7.0 
町村  436 65.8  - 28.0 - - 1.8 4.4 
既婚（配偶者と死別）  1,480 68.6  - 24.2 - 0.3 1.4 5.5 
既婚（配偶者と離別）  257 77.0  1.2 10.5 0.4 - 4.3 6.6 
既婚（配偶者あり）  21 47.6  14.3 33.3 - - - - 
未婚  183 85.2  - - - 2.7 3.9 8.2 
   
 
      
平成 26 年度        














（人）  (％ )   (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  
総数  1,480 76.3  1.7 13.4 0.3 1.1 3.5 3.7 
男性  489 75.7  3.7 9.0 0.2 0.2 7.1 4.1 
女性  991 76.6  0.7 15.5 0.3 1.6 1.8 3.5 
65～ 75 歳 (前期高齢者 )  735 76.9  2.3 11.0 0.3 2.0 4.5 3.0 
75 歳以上 (後期高齢者 )  745 75.7  1.1 15.7 0.3 0.3 2.5 4.4 
大都市  458 78.8  2.2 10.3 0.4 1.1 5.0 2.2 
中都市  571 75.0  1.6 13.5 0.4 1.2 2.9 5.4 
小都市  316 74.4  1.3 16.1 - 1.6 3.1 3.5 
町村  135 77.8  1.5 17.0 - - 1.5 2.2 
既婚（配偶者と死別）  913 75.5  - 18.4 0.4 0.7 - 3.3 
既婚（配偶者と離別）  306 75.5  - 8.8 - - - 5.6 
既婚（配偶者あり）  31 41.9  45.1 - - - - - 
未婚  230 85.2  - - - - - 3.1 
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と比べると半減している。一方，65 歳以上の高齢者の単独世帯は 1980 年の 8.5％から 2015 年
の 18.0％となっている。これに，夫婦のみ高齢世帯を合わせると，1980 年に 28.1％であったも
のが，2015 年には 56.9％となり，高齢者のいる世帯のおよそ 6 割が高齢者のみの世帯となって
いることがわかる。  
中村・菅原（2016）は国民生活基礎調査個票を用いて 2001 年～10 年の間の親子同居率を算
出した。それによれば，親子間の同居率の低下は主としてチャイルドレス世帯の増加に起因し
ており，子を持つ高齢者世帯の子との同居率はあまり変化していない。中村・菅原の試算では
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 表 4   頼りたいと思う相手  
 


























内閣府「平成 26 年度一人暮らし高齢者に関する意識調査結果」を参照し著者作成  
 
 
4. 小括  











































































































(％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  (％ )  
電球の交換などの日常のちょっと  
した用事を頼みたい相手  28.2 4.2 - 6.0 5.1 7.2 3.0 7.6 32.2 14.9 52.9  
病院への付き添いや，送り迎え  
などを頼みたい相手  25.1 3.7 - 7.4 3.1 2.0 4.3 1.6 39.1 18.8 42.1  
ふだんの買いものを頼みたい相手  18.2 3.1 - 4.5 3.4 2.8 4.7 1.6 45.9 20.2 33.9  
病気で何日か寝込んだ時に看病や  
世話を頼みたい相手  39.9 6.6 - 13.0 5.3 2.4 9.1 2.6 12.6 17.8 69.6  
いざというときにお金の援助を  
頼みたい相手  28.9 0.7 - 7.1 0.6 0.2 0.1 0.8 36.1 26.7 37.2  
振り込め詐欺の疑いがあるときに   
相談したい相手  38.4 2.5 - 9.8 7.8 4.2 0.8 5.9 20.5 19.7 59.8  
心配ごとや悩み事を  
相談したい相手  38.8 2.6 0.1 15.9 17.1 3.4 1.1 2.1 14.6 16.8 68.6  
健康や介護などについて  
相談したい相手  41.9 3.4 - 13.0 11.9 2.6 7.2 6.1 11.5 15.6 72.9  
喜びや悲しみを分かち合う相手  42.4 4.8 0.2 16.5 26.9 4.3 0.5 1.9 7.3 19.0 73.7  
一緒にいるとほっとする相手  38.8 3.8 0.3 13.5 26.8 5.1 0.5 2.6 5.7 23.4 70.9  
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